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特定非営利活動法人デジタル・フォレンジック研究会 
東京大学政策ビジョン研究センター 
第１回「医療」分科会 資料 

「個人情報保護法制におけるマイナンバーと医療個人情報」 

 

新潟大学大学院実務法学研究科 教授 鈴 木 正 朝 

 

 

１．個人情報保護法制の全体構造と適用法の決定 

 

図 個人情報保護法制の全体構造 

 

 

⑤ 

「個人情報保護条例」

・都道府県  47 

・市区町村1,747 

 

   ②民間部門の「一般法」部分 

  *第１章 総則 （定義） 

第４章 個人情報取扱事業者の義務等 

 第５章 雑則 （適用除外） 

 第６章 罰則 

④ 

「独立行政法人

等の保有する個

人情報の保護に

関する法律」 

 

③ 

「行政機関の保

有する個人情報

の保護に関する

法律」 

公的部門 民間部門 

「個人情報取扱事業者」 「独立行政法人等」 「地方公共団体」「行政機関」

第１章 総則（目的・基本理念） 

第２章 国及び地方公共団体の責務等 

第３章 個人情報の保護に関する施策等    *第５章 雑則 （権限又は事務の委任，政令への委任など） 

「個人情報の保護に関する法律」 

①「基本法」部分 
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表１ 教育関連分野と適用法（例） 

主体 適用法 監督官庁 

文部科学省 行政機関個人情報保護法 総務省 

国立大学法人○○大学 独立行政法人等個人情報保護法 総務省 

首都大学東京 東京都個人情報保護条例 東京都 

私立○○大学 個人情報保護法 文部科学省 

□□県立○○高等学校 □□県個人情報保護条例 □□県 

私立○○学園○○中学校 個人情報保護法 文部科学省 

□□市立○○小学校 □□市個人情報保護条例 □□市 

○○進学塾 個人情報保護法 経済産業省 

 

表２ 医療関連分野と適用法（例） 

主体 適用法 監督官庁等 

厚生労働省 行政機関個人情報保護法 総務省 

国立がん研究センター 独立行政法人等個人情報保護法 総務省 

□□県立○○病院 □□県個人情報保護条例 □□県 

□□市立○○病院 □□市個人情報保護条例 □□市 

地方独立行政法人○○病院 □□市個人情報保護条例 □□市 

医療福祉法人○○財団○○病院 

[個人情報取扱事業者] 
個人情報保護法 厚生労働省 

○○内科医院（開業医） 

[個人情報取扱事業者] 
個人情報保護法 厚生労働省 

 

 

平成 23年 4月 1日現在の全国市町村数は、指定都市 19、市 767、区 23、町 754、村 184

の計 1,747となり、それに都道府県 47を加えた合計は 1,794となる。自治体クラウドを構

築する ITベンダは、多様な条例をどのようにサービス仕様に反映させるべきか。 

病院は官民に渡り広く分布している医療クラウドを構築する ITベンダは、異なる法令を

どのようにサービス仕様に反映すべきか。 

地方公共団体をまたいで構築される情報ネットワークの法的な規律は地方自治の本旨の

問題なのか。 

国際的な越境データ問題（EU指令対応）のほかに国内にも無駄な越境データ問題を抱え

ているが、これは、住民の権利利益を保護するために必要不可欠な規制のあり方なのか。

単にビジネスの阻害要因となっているだけなのか。 

クラウドビジネスの振興策にどのような影響を与えているか。 
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２．「個人情報」の定義・「漏えい」の定義 

 

 

図 1 

 

 

 

 

 

第三者   

（クラッカー） 

 

 

 

 

 

①特定個人の識別性あり 

②特定個人の識別性なし 

 

 

 

 

 

 

個人情報取扱事業者（Ｘ社） 

Ｃ部門 

 

（従業者） 

Ｂ部門 

社長室 

 

 

 

 

 

（社長）  

Ａ部門 

個人データ 

（顧客ＤＢ） 

暗号情報 a 

分割情報 b 

顧客番号 c 

流出データ 流出 

主務大臣（報告の徴収・助言・勧告・命令・緊急命令） 

本人（開示等・苦情） 
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誰を基準に判断するかという点から、考え方を分類すると次の説があり得る。 

 

Ａ説（規制事業者基準説）：主務大臣の規制対象となる、または本人の開示等の求めや苦情

の申出先となる「個人情報取扱事業者」を主体として判断する

という考え方 

Ｂ説（従業者基準説）：規制される「個人情報取扱事業者」を判断の基準にしつつも、 

具体的に個人情報を取り扱っている者（自然人）を主体に判断する 

という考え方 

Ｃ説（受領者基準説）：個人データの外部への移行を伴う場合、すなわち、委託及び第三者

提供については受領者、漏えいについては取得者または取得可能 

な者（Ｃ1説）、本人（Ｃ2説）、または一般人（Ｃ3説）を主体と 

して判断する。この場合の受領者及び取得者は、個人情報取扱 

事業者または事業者であることを要しないとするという考え方 

Ｄ説（一般人基準説）：一般人を主体として客観的に判断するという考え方。 

Ｅ説（総合判断説）：誰が判断するかという観点からだけではなく本人の権利利益の保護と

いう観点を含め総合的に判断するという考え方。 

 

 

図２ クラウドの事例 

 

 

一般人  

（クラウド） 

 

 

 

 

           個人情報 

          ①特定個人の識別性あり 

ユーザ       ②特定個人の識別性なし 

（Ｙ社）         本人 

 

（１）Ｘ社の安全管理義務違反を問い得るか？ 

（２）Ｃ社の安全管理義務違反はどうか？ 

ベンダ（Ｘ社） 

Ｃ社 

 

（従業者） 

Ｂ社 

Ａ社 

個人データ 

（ＤＢ） 

分割情報 a 

分割情報 b 

分割情報 c 流出情報 

流出 
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３．「個人情報」の定義と解釈上の論点 

 

 

図 「個人情報」該当性判断 

 

 

 

２つの個人情報 

（１）内容的情報（「守秘」と「漏えい」や「表現の自由」との関係） 

（２）機能的情報（「名寄せ」と「監視」） 

事業用媒体情報 

① a.個人（自然人）に関す

る情報か？  

① b.生存者の情報か？  

① c.当該情報に含まれる記

述等により特定の個人を識別

することができるか？ 

② a.当該情報と他の情報と

を照合することで、特定の個

人を識別できるか？ 

② b.当該情報と他の情報と

は、容易に照合できるか？ 

「個人情報」  

に該当する。 

「個人情報」  

に該当しない。 

NO 

YES

YES

YES YES

YES 

NO 

NO 

NO 

NO 
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４．個人情報の利活用と非「個人情報」化手法の問題点 

  －プライバシー・インパクトに対する考慮の欠如 

 

図１  対象情報と個人情報取扱事業者の義務 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 岡村久道『個人情報保護法 新訂版』（商事法務）144 頁の図を基に作成。 

「個人情報」 

（2 条 1 項） 

＊ＤＢ化されていない媒体に記

録された個人情報（散在情報） 

「個人データ」 

（2 条 4 項） 

＊委託された個人データ 

「保有個人データ」 

（2 条 5 項） 

 
＊自社の事業用顧客

データ、人事データ等 

「個人情報データベース等」 

（2 条 2 項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24 条(保有個人データに関する事項の公表等) 

25 条(開示) 

26 条(訂正等) 

27 条(利用停止等)，28-30 条（理由，手続等） 

 

 

 

 

 

 

19 条(データ内容の正確性の確保) 

20 条(安全管理措置) 

21 条(従業者の監督) 

22 条(委託先の監督) 

23 条(第三者提供の制限) 

15 条(利用目的の特定) 

16 条(利用目的による制限) 

17 条(適正な取得) 

18 条(取得に際しての利用目的の通知等) 

31 条(苦情の処理) 

「個人情報取扱事業者」（ユーザ・ベンダ） 

（2条 3項）

個人情報取扱

事業者の義務 
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図２ 個人情報保護法の適用 

 

 

(1)主体 

 

 

(2)客体（対象情報） 

                       非該当 

 

 

(3)行為 

                  

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 -法 15 条 利用目的の特定 -法 15 条  -法 15 条 

 -法 16 条 利用目的の制限  -法 16 条  -法 16 条 

 -法 17 条 適正な取得  -法 17 条  -法 17 条 

 -法 18 条 利用目的の通知等  -法 18 条  -法 18 条 

 -法 31 条 苦情の処理  -法 31 条  -法 31 条 

      -法 19 条 正確性の確保  -法 19 条 

      -法 20 条 安全管理  -法 20 条 

      -法 21 条 従業者の監督  -法 21 条 

      -法 22 条 委託先の監督  -法 22 条 

      -法 23 条 第三者提供の制限  -法 23 条 

             -法 24 条 保有個人データ事項の公表 

             -法 25 条 開示 

             -法 26 条 訂正等 

             -法 27 条 利用停止等 

事 案 

個人情報取扱事業者 

「保有個人データ」 

に関する義務 

「個人データ」 

に関する義務 

「個人情報」 

に関する義務 

個人情報 

取扱い 

法の適用なし 「個人情報取扱事業者の義務」の適用 

対象情報 
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                                                          -法 28～30 条 開示等の手続等 

５．「個人情報」の定義と第三者提供（携帯 ID 問題） 

 

 

図 番号（識別子）の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 番号の提供と個人情報保護法 23 条の適用の有無 

提供事業者Ｘ →データの提供→ 受領者Ｙ 法 23 条適用の有無 

特定個人識別性あり 

○ 

「個人データ」 

の提供 

特定個人識別性あり 

○ 
あり 

特定個人識別性なし 

× 
番号の提供 

特定個人識別性なし 

× 
なし 

特定個人識別性なし 

× 
番号の提供 

特定個人識別性あり 

○ 
なし 

特定個人識別性あり 

○ 

番号（識別子） 

の提供 

特定個人識別性なし 

× 

あり（経産省） 

なし（総務省） 

 

DB 
番号 

DB 
番号 

提供事業者Ｘ 

（個人情報取扱事業者） 
受領者Ｙ 
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６．「番号」とは何か 

 

図１ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）特定個人の識別情報（事業者が取り扱っている情報から、特定の個人を識別できる

場合） 

 ①Ａ（識別情報） 

 ②Ａ（識別情報）＋Ｂ（属性情報） 

 ③Ａ（識別情報）＋Ｃ（「番号」等識別子） 

 ④Ａ（識別情報）＋Ｂ（属性情報）＋Ｃ（「番号」等識別子） 

C 番号（識別子） 

顧客・社員番号，ｸﾚｼﾞｯﾄ番号，携帯電話番号，ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ，ｹｰﾀｲ ID，共通番号，車のﾅﾝﾊﾞｰ等 

A 識別情報（本人確認情報） 

         ・氏名 

○社会的情報  ・現住所/本籍 

         ・生年月日 

         ・年齢 

○生物学的情報 ・肖像 

  ・性別    ・身体的特徴 

               （髪, 目の色） 

・生体情報 

              （指紋, 掌紋，

虹彩, 遺伝子）

B 属性情報             

・勤務先      ○内心の秘密 

・所属・役職 ・思想信条（思想良心の自由） 

・勤務先住所     ・宗教（信教の自由） 

          ・趣味嗜好，性生活等 

 ○医療情報 

          ・病歴（カルテ，レセプト）・介護 

 ・健康状態，体力 

        ○個人信用情報 

          ・資産状況（不動産，金融資産， 

  金貴金属保有状況，預貯等） ・年収 ・勤続年数 

・納税情報（滞納脱税情報含む） ・年金 ・保険 

○購買履歴 ○通信（通話）履歴 ○ライフログ 

○家族・身分関係  ・戸籍情報（族称・僭称），内縁関係

○経歴・社会活動等 ・学歴，職歴，資格，所属団体，政

治活動，労働運動 ・犯罪歴，反社情報等ブラックリスト 

本人 （イメージ） 
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（２）特定個人の識別「可能」情報（事業者が取り扱っている情報だけでは特定個人を 

識別できないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を

識別することができる場合） 

   ①Ｃ（「番号」等識別子） 

   ②Ｃ（「番号」等識別子）＋Ｂ（属性情報） 

   ＊Ｂ（属性情報） 

 

 

図２ 法的に規律すべき番号（識別子）の性質 

              時間（長） 

                          ＜要規制検討領域＞ 

                           社会保障・税番号 

                              携帯ＩＤ（UID） 

                              ＩＰアドレス（固定） 

顧客ＩＤ（例：amazon、SNS、 

     Twitter 等） 

             トラッキング・クッキー 

（狭）                                 空間（広） 

                              ＩＰアドレス 

                              （ADSL/ケーブル） 

                        ＩＰアドレス 

                                                            （PPPoE） 

セッションＩＤ 

                   （短） 

（高木 浩光 産業技術総合研究所 主任研究員の資料） 

（１）悉皆性 

  国民等構成員全員に皆ことごとく付番されること。 

（２）唯一無二性 

  構成員ひとりひとりにそれぞれ唯一無二の番号が付されること。 

（３）利用期間の長期性（時間） 

「年金のように国民一人ひとりの情報が生涯を通じて「タテ」につながる」こと。 

（４）利用範囲の広範性（空間） 

「医療・介護など制度横断的に自己負担上限額を定める場合のように国民一人ひとり

の情報が分野を超えて「ヨコ」につながる」こと。 
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７．「利用目的」の管理 

 

 

図１ 直接書面取得（法 18 条 2 項）とそれ以外の取得（法 18 条 1 項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③       ②     ① 

 

 

 

個人情報取扱事業者 

直接書面取得以外（法 18 条 1 項）  直接書面取得（法 18 条 2 項） 

 

第三者 公開情報 

本人（消費者等）

データベース

【書面】

商品/役務

DM/電子メール 

利用目的明示 

【ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ】 

利用目的公表 
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図２ 

 

 

 

「保有個人データ」の「利用停止等」 

（法第 27 条第 1項） 

「利用目的の特定」 

（法第 15 条第 1項） 

「利用目的の制限」 

（法第 16 条第 1項～第 3項） 

「取得に際しての利用目的の通知等」 

（法第 18 条第 1項・第 2項・第 4項） 

「利用目的の変更」 

（法第 15 条第 2項，法第 18 条第 3項，法第 23 条

第 2項第 1号，法第 23 条第 5項） 

「個人データの取扱い」の「委託」 

（法第 23 条第 4項第 1号） 

「個人データ」の「共同利用」 

（法第 23 条第 4項第 3号・第 5項） 

「個人データ」の「第三者提供」におけるオプト

アウト手続（法第 23 条第 2項） 

「保有個人データ」の「利用目的」の「通知」 

（法第 24 条第 2項・第 3項） 

「個人データ」の「内容の正確性確保」 

（法第 19 条） 
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８．「個人情報取扱事業者」の定義と立証問題 

 

図１ 個人情報取扱事業者の要件 

 

 

 

(1)主体 

 

 

(2)客体（対象情報） 

 

 

                   

 

 

 

(3)行為 

                  

 

 

 

(4)適用除外2 

                          あり 

 

                なし 

 

 

 

                                                  
2 報道機関の報道目的、著述業者の著述目的、大学等学術研究機関団体及び研究者の学術研究目
的、宗教団体の宗教活動目的、政治団体の政治活動目的については、「個人情報取扱事業者の義
務等」（第 4章）は適用しない（法 50条）。したがって「罰則」（第 6章）の適用もない。 

「個人情報取扱事業者」の要件 

個人情報データベース等 

民間事業者 

事業の用に供する 

法の適用なし 個人情報取扱事業者 

適用除外 

第４章の適用なし 個人情報取扱事業者の義務等（第４章）適用 

(個人データ 5000 人～) 
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図２ 過去 6ヶ月の個人データの保有数（A社と B社の場合） 

 

 

 
 

図３ 「6ヶ月」の起算日はどれか 

 

 

 

 

 

 

 

 スマホから個人情報を不正に取得したアプリ開発事業者をほぼ特定できたが、主務大臣

（経済産業大臣または総務大臣）は報告の徴収をすることは可能か？ 
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ヶ
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ヶ
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ヶ
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９．「開示等」の法的性質 

 

表：開示等の求めの法的性質と個人情報保護法の理念 

開示等(法 29 条) 請求対象 論点 

1)「利用目的の通知」

の求め（法 24 条 2 項） 

自己の「保有個人データ」

の特定「利用目的」 

利用目的通知請求訴訟の可否 

2)「開示」の求め 

（法 25 条 1 項） 

自己の「保有個人データ」 開示請求訴訟の可否 

3)「訂正等」の求め 

（法 26 条 1 項） 

自己の「保有個人データ」 訂正等（訂正・追加・削除）請求

訴訟の可否 

4)「利用停止等」の求

め（法 27 条 1 項） 

自己の「保有個人データ」 利用停止等（利用停止・消去）請

求訴訟の可否 

5)「第三者提供の停止」

の求め（法 27 条 2 項） 

自己の「保有個人データ」 第三者提供停止（差止）請求訴訟

の可否 

 

 

「個人情報の保護に関する法律」について以下の問に答えよ。 

 

 大手家電メーカー（個人情報取扱事業者）Ｙに対して、その顧客（本人）Ｘは、３年前

にＹの経営するオンラインショップで購入したＡＶ機器につい て、(1)注文時にＸに対して

明示した利用目的の内容を通知すること、(2)当該オンラインショップ内で管理しているＸ

の保有個人データを開示すること、(3)Ｙ社のお客様相談窓口とＸとの応答履歴（音声ファ

イルを含めた過去３年分の保有個人データ）を開示することを求める申請書をＹ社所定の

手続に従い郵送した。 

 当該申請書をＹ社が適正なものとして受理した直後、ＸはＹからの回答を待つことなく、

上述と同じ内容の利用目的通知請求及び開示請求の訴訟を提起した。 

 ＸのＹに対する裁判上の利用目的通知請求、及び開示請求は認められるか。 

 

参考文献 

１．裁判上の請求権を否定する立場 

（論文） 

 夏井高人「個人情報保護法第 50条（適用除外）に関する要件事実論的検討」 

判例タイムズ 1131号（2003.12.1）64-8頁 

 判例時報 1978号「診療録開示等請求事件」（東京地判平 19.6.27）27-32頁 

 鶴巻暁「個人情報保護法の具体的請求権を否定する初の司法判断の意義」 

ビジネス法務 2007年 11月号、46-52頁 
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＊東京地判平 19.6.27の被告病院側の代理人の立場から論文を公表したもの。なお、筆者 

（鈴木）は、上記裁判において、裁判上の請求権否定説の立場から意見書を提出した。 

（書籍） 

・園部逸夫編集 藤原静雄＋個人情報保護法制研究会『個人情報保護法の解説《改訂版》』 

（ぎょうせい） 

＊否定説の立場ではないという評価もある。 

・鈴木正朝「第 2章 個人情報保護法とプライバシーの権利－「開示等の求め」の法的 

性質」堀部政男編著『プライバシー・個人情報保護の新課題』（商事法務） 

・石井夏生利『個人情報保護法の理念と現代的課題』（勁草書房） 

 

２．裁判上の請求権を肯定する立場 

（論文） 

 宇賀克也「最新判例批評 一 個人情報保護法二五条一項に基づく訴訟による個人情報

の開示請求の可否（消極） 二 個人情報保護法二五条二項に違反した事業者が慰謝料の

賠償責任を負わないとされた事例」判例時報 1990号、164-170頁 

 二関辰郎「個人情報保護法に基づく開示請求の権利性 裁判規範性を否定した東京地裁

判決の批判的検討、自由と正義 vol.59 No.4、140-6頁 

（書籍） 

・宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説 第３版』（有斐閣） 

・岡村久道『個人情報保護法 新訂版』（商事法務） 

・藤原静雄『逐条個人情報保護法』（弘文堂） 

・三宅弘・小町谷育子『個人情報保護法 逐条解説と展望』（青林書院） 
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図 

 

 

主務大臣 

個人情報取扱 

事業者 

本人 

「開示等」の求めに応じる

個人情報取扱事業者の義

務（法 24～27条）

（裁判上の開示等請求権） 

基本理念「個人の人格尊重

の理念」（法 3条） 

自己情報コントロール権 

（的な考え方） 

プライバシーの権利 

（新しい人権） 

個人の尊厳（憲法 13条）

主務大臣の権限 

（法 32～34条） 

開示等 

の求め 

同事業者の義務違反 勧告 

命令 

A 説：憲法の規定するプ

ライバシーの権利

を法的に具体化し

た「権利」として理

解、裁判上の請求権

を肯定する説 

B説：法律によって創設さ

れた「権利」として

理解、裁判上の請求

権を肯定する説 

C 説：取締規定(本人は反

射的効果として保

護される)と理解、

裁判上の具体的請

求権を否定する説 

開示等の権利 

（本人の権利） 

目的「個人の権利利益の保

護」（法 1条） 
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１０．個人情報保護法と JIS Q 15001 

   －国際標準化の動向と国際的ルール形成（越境データ問題）との関係 

 

（１） 

 

図１ 個人情報保護行政とその手法 

 
 

 

（法律による行政の原理） 

事業者（行政客体） 

コンプライアンス・プログラム 

（マネジメントシステム） 

 

 

行政庁（経済産業大臣） 

［個人情報保護法］    

権
力
的
行
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（
行
政
処
分
）
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Ｐ 
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非
権
力
的
行
政
（
情
報
提
供
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Ｐマーク付与（Ｐマーク制度） 

権 授  

JIPDEC(民間) 

第
三
者
評
価
認
証
制
度
の
運
用

JISQ15001 

［経済産業省設置法］

[工業標準化法] 
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（２）JIS Q 15001 の適用と個人情報保護法の関係の考え方 

－適法かつ JIS Q 15001 不適合の場合の対応 
 

図２ 法令遵守と規格適合性 

 

 

 

 

 

（３）基盤的マネジメントシステムと JIS Q 15001 

 

 

マネジメントシステムの種類 

 

① 個人情報保護マネジメントシステム 

 JIS Q 15001 に基づく「個人情報」に特化した管理システムをいう。 

② 情報保護マネジメントシステム 

 「情報」一般の管理システムをいう。 

③ 基盤的マネジメントシステム 

 「ヒト」・「モノ」・「カネ」に関する伝統的な管理システムをいう。 

 

個人情報保護法が 

義務付ける保護水準 

JIS Q 15001 

の要求する保護水準 

ある事業者の保護水準 

適法   ○ 

JIS 不適合× 

違法   × 

JIS 不適合× 

適法  ○ 

JIS 適合○ 
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（４）内部統制との関係 

 

図３ 

 

 

 

①（アドイン・ソフト）                                       ←Ｐマーク制度等 

 

                                                 

②（アプリケーション・ソフト）                                   ←ＩＳＭＳ制度等 

                                                    

                                                     

③（ＯＳ）                                                    ←ＩＰＯ等 

              

   

 

①（アドイン・ソフト） 

                                                   ←Ｐマーク制度等 

 

②（アプリケーション・ソフト） 

                                                   ←ＩＳＭＳ制度等 

 

③（ＯＳ）                                                     

                                                         ←ＩＰＯ等 

 

 

会社法上の「内部統制」3 

 

 

（５）国際標準化と越境データ問題の課題 

                                                  
3 岡村久道 著『オールカラーこれでわかった！会社の内部統制』（日本経済新聞出版社， 
2007 年）12-80 頁参照 
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個人情報保護 

マネジメントシステム 

（JIS Q 15001） 

＜カスタマイズ＞ 

基盤的マネジメントシステム 

（ヒト・モノ・カネ） 

情報保護マネジメントシステム 

個人情報保護 

マネジメントシステム 

（JIS Q 15001） 

 


